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○占冠村地域企業振興条例施行規則 

平成23年11月９日規則第12号 

改正 

平成26年３月28日規則第６号 

平成29年３月21日規則第８号 

令和２年３月30日規則第10号 

令和５年３月31日規則第８号 

占冠村地域企業振興条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、占冠村地域企業振興条例（平成23年占冠村条例第16号。以下「条例」と

いう。）の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 条例第２条第12号における「ＣＯ２の排出を削減するための省エネルギー設備、再生

可能エネルギー設備等の設備」とは、占冠村活力あるむらづくり対策条例施行規則（平成23

年占冠村規則第１号）第３条第４項に定める設備とする。 

２ 人材育成事業の対象は、多角化等新規分野参入に必要な場合や、常用従業員とするために

必要と認められる場合を特に優先する。 

３ 特産品開発支援事業の対象は、地元資源を活用した取組を特に優先する。 

（申請手続） 

第３条 条例第５条の規定による申請の基準日及び期限等は、別表第１のとおりとする。ただ

し、村長が特に必要と認めた場合は、申請の期限を延ばすことができる。 

２ 条例第５条の規定による申請は、別表第２の申請様式等の提出によるものとする。ただし、

添付書類において特に村長が認めた場合は、添付書類の提出を変更又は免除することができ

る。 

（支援措置等の決定） 

第４条 村長は、条例第６条の規定により、申請の内容が適正であると認めたときは、支援措

置交付決定通知書（別記様式第２号）をもって申請者に通知する。ただし、申請が不適正と

認めたときは、支援措置交付申請却下通知書（別記様式第３号）をもって申請者に通知する

ものとする。 

２ 村長は、必要に応じて、別に定める審査委員会を開催し、支援措置を受けようとする者の

決定又は取消しを行うことができる。 

（返還の額等） 

第５条 条例第７条に規定する支援措置の奨励金等の一部又は全部の返還を求める場合は、支

援措置返還通知書（別記様式第４号）により行うものとする。ただし、返還の額は、故意に

支援措置を受けた者についてはその全額とし、自己の責に帰さない事由で資格を喪失した者

については村長が別に定める額とする。 

（補則） 

第６条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行し、平成23年４月１日現在において資格要件を満たすもの

から適用する。 
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（規則の失効） 

２ この規則は、令和11年３月31日限りで（以下「失効日」という。）その効力を失う。ただ

し、失効日までに、この規則に該当する事由等が発生した場合は、失効日後であっても、な

おその効力を有するものとする。 

別表第１（第３条関係） 

事業名 支援措置 申請の基準 申請の期限 

１ 人材育成支

援事業 

① 受講料等支援 受講等を終了した日 基準日から６月以

内 

② 賃金等支援 研修等に要した日数に

要する従業員の賃金を

支払った日 

基準日から６月以

内 

２ 雇用支援事

業 

① 村民採用支援 雇用契約締結の日から

１年及び２年又は３年

を経過した日 

基準日から６月以

内 

② 村民外採用支援 基準日から６月以

内 

３ 多角化支援

事業 

① 多角化支援商品券 対象事業所等を開設し

た日 

基準日から６月以

内 

② 多角化事業継続奨

励金 

左欄①の申請日からそ

れぞれ１年及び２年を

経過した日 

基準日から６月以

内 

４ 工場施設支

援事業 

固定資産税免除 登記完了日後、最初の

固定資産税納税通知書

受理日 

基準日から６月以

内 

５ 医療・福祉

施設支援事業 

固定資産税免除 登記完了日後、最初の

固定資産税納税通知書

受理日 

基準日から６月以

内 

６ 情報通信施

設支援事業 

固定資産税免除 登記完了日後、最初の

固定資産税納税通知書

受理日 

基準日から６月以

内 

７ 用地取得奨

励事業 

用地取得支援 登記完了日後、最初の

固定資産税納税通知書

受理日 

基準日から６月以

内 

８ 環境保全推 ① 緑化支援 事業を実施した日に属 基準日から６月以
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進奨励事業 する年度の翌年度初日 内 

② ＣＯ２排出削減設

備支援 

事業を実施した日に属

する年度の翌年度初日 

基準日から６月以

内 

９ 特産品開発

事業 

特産品開発支援 商品が販売された日か

ら30日を経過した日又

はふるさと納税返礼品

として登録された日 

基準日から６月以

内 

別表第２（第３条関係） 

事業名 支援措置 申請様式 添付書類 

１ 人材育成支

援事業 

① 受講料等支援 別記様式第１号の

１ 

別記様式第５号 

受講料、教材費の領収

書（あて名明記のこ

と）等 

② 賃金等支援 別記様式第１号の

２ 

別記様式第５号 

該当月の賃金台帳

（写）等 

２ 雇用支援事

業 

① 村民採用支援 別記様式第１号の

３ 

別記様式第５号 

厚生年金保険並びに健

康保険料の領収書

（写）若しくは各保険

料の支払が確認できる

書類等 

② 村民外採用支援 

３ 多角化支援

事業 

① 多角化支援商品券 別記様式第１号の

４ 

別記様式第５号 

登記簿謄本（写）、営

業許可書（写）、営業

届出書等（写）又は対

象事業所等を開設した

日が特定できる書類、

事業計画書（３年分）

等 

② 多角化事業継続奨

励金 

別記様式第１号の

５ 

別記様式第５号 

４ 工場施設支

援事業 

固定資産税免除 別記様式第１号の

６ 

別記様式第５号 

建物登記簿謄本（写）

固定資産納税通知書

（写）等 
５ 医療・福祉

施設支援事業 

固定資産税免除 

６ 情報通信施

設支援事業 

固定資産税免除 
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７ 用地取得奨

励事業 

固定資産税免除 別記様式第１号の

７ 

別記様式第５号 

土地登記簿謄本（写）

固定資産納税通知書

（写）等 

８ 環境保全推

進奨励事業 

① 緑化支援 別記様式第１号の

８ 

別記様式第５号 

緑化事業・ＣＯ２排出

削減設備の導入に直接

要した費用を証明する

書類（設備の仕様書、

写真、契約書及び領収

書）等 

② ＣＯ２排出削減設

備支援 

９ 特産品開発

事業 

特産品開発支援 別記様式第１号の

９ 

別記様式第５号 

事業決算書、証票等 

 


